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     売場面積規模別に捉 えた

小売構造における変化 の分析 と考察*

峰 尾 美也子

〈要  約〉

 本論文は,拙 稿 「小売構造における変化の分析と考察一 小売業の大型化をめ ぐって一 」にお

いて従業者規模の観点から明らかにされた小売業の構造変化 との関連を踏まえた上で,売 場面積規

模の側面からの検討を加え,小 売構造の内部要因である効率性の問題を考察するものである。本論

文の流れは,大 きく次の3つ に整理される。第1に,法 律にみる売場面積基準をレビューした上で

売場面積規模と従業者規模との関連を吟味する。第2に,売 場面積規模別に捉えた小売業の構造的

変化をデータを参照 して検討する。第3に,小 売構造の内部要因である効率性の問題に対し,規 模

の経済の側面からの統計的分析 ・考察を行う。
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1.は じめに一 問題意識 と研究課題

 拙稿 「小売構造におけ る変化の分析 と考察一 小売業の大型化 をめ ぐって  」において,小 売

業の大型化等の構造変化を従業者規模の観点から明らかに したが,小 売業の規模 は従業者規模に

よってのみ測定されるものではな く,売 場面積等の別の指標によっても測定され るべ きである。大

規模小売業 を対象 とする法律 も売場面積 を基準に定められるなど,売 場面積は小売業の規模 を決定

する上での重要な尺度 となる。か くして本論文では,小 売業の構造変化 を従業者規模 との関連 を踏

                                      1）まえながら売場面積規模
の側面から吟味し,小 売構造の内部要因である効率性の問題 を検討す る。

* 筆 者 は,清 水 猛 先生 の御退 任 に際 し,今 日まで賜 りました学恩 に対 して改 め て御 礼 申 し上 げ ます 。

 また本 論文 の発 表 に あた り,貴 重 なア ドバ イス を賜 りま した お二人 の審査 員 の先 生 に対 し,心 よ り御

 礼 申 し上 げ ます。 ち なみ に,本 論 文 は平成15年 度井 上 円 了記念研 究 助成 金 （東洋大 学 ） に よ り作 成 さ

 れ た もの で あ る。

1） 詳 し くは拙稿 （2000）pp.97-98を 参 照 の こ と。
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 これに際 しては,ま ず,法 律にみる売場面積基準をレビュー した上 で売場面積規模 と従業者規模

との関連を吟味した後,売 場面積規模別 に捉えた小売業の構造的変化 をデー タを参照 して検討 し,

最後に効率性の問題に対 して統計的分析 を行 う。

2.小 売業における売場面積規模分類

1）法律にみる小売業の売場面積基準

 日本の小売業の多数 を占める中小小売業は,大 規模小売業の発展によって激化 した競争により存

立基盤を失い始めた。その競争の調整 を目的 とし,第 二次世界大戦前の1937年 に第一次百貨店法が

制定 された。戦後,第 一次百貨店法は廃止されたが,再 び1956年 に第二次百貨店法 として復活す る。
                  2）
その後,総 合スーパーが急速に発展すると,こ れを新たな規制対象に加えた大規模小売店舗法 （大

規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律,以 下,大 店法）が1973年 に制定され,数

回の改正が行われた後,1998年 の大規模小売店舗立地法 （以下,大 店立地法）の制定および2000年

の施行に至る。 この小売店の売場面積 をめ ぐる法律の変遷は表1に まとめ られる。

2）小売業における従業者規模 と売場面積規模の関連性

 拙稿 （2000）において従業者規模の側面 より,零 細規模 （従業者1～4人 ）,小規模 （従業者5～9

人）,中 規模 （従業者10～49人）,大 規模 （従業者50人以上）と小売業 を4分 類 したのと同様,本 論文

においても後に行 う分析のために,売 場面積規模の側面から小売業 を分類 し直す。その分類過程で

は,拙 稿 （2000）で設定 した従業者規模分類 との対応を考慮に入れ,売 場面積規模の設定 を行 う。
            3）
従業者規模 と売場面積規模の関係および再分類後の規模 における各々の数値 は,表2・ 表3（ 表2

下段の4分 類および表3下 段の5分 類は,筆 者が設定した規模区分である）に示 される。

 表2よ り,零 細規模 （従業者1～4人 ）全体では1店 舗あたり平均売場面積は約30～50m2と 算出

されるが,従 業者規模3～4人 においては約50～70m2で ある。表3よ り,1店 舗 あたり平均従業者

数が5人 未満である売場面積規模は100㎡ 未満 となる。そこで,売 場面積規模100m・未満 を零細規模

と設定 した。同様 に,小 規模 （従業者5～9人 ）,中 規模 （従業者10～49人）,大 規模 （従業者50人以

上）に関して も表2に おけ る1店 舗 あた り平均売場面積 と表3に おける1店 舗あた り平均従業者数

2） 大店 法 が制定 され た背 景 には,疑 似 百貨 店 問題 が あ る。

3） 本論 文 にお いて売 場面 積規模 別 の デー タ と して1979（ 昭和54） 年 以降 を用 い るの は,『 商業 統 計表 』

 にお け る売 場面 積 は 「商 店 が商 品 を販 売す るため に実 際に使 用 して い る延 べ床 面積 」 とされ るが,そ

 の取扱 い範 囲が1979年 調査 か ら変 更 され て い るた めで あ る。1976年 調査 以前 は,① 売場,売 場 間の通

 路,シ ョー ウィ ン ド,シ ョー ルー ム 等,サ ー ビス施 設,承 り所 等,物 品加 工修 理場,お よび② 階段,

 エ スカ レー タ,エ レベー タ,食 堂,喫 茶室,休 憩室,公 衆 電話室,便 所,連 絡 通 路,文 化催 場 が売場

 面積 と しての範 囲 であ ったが,1979年 調査 以 降は① の みに変 更 され た。
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1937年 （昭和 ユ2年） 第一次百貨店法制定

1947年 （昭和22年 ） 第一次百貨店法廃止

1956年 （昭 和31年 ） 第二次百貨店法制定

1973年 （昭和48年 ）

大 規模 小売 店舗 法制 定

 ①1,500m2（ 政 令指 定都 市 な どでは3,000m2） 以上 の店 舗 面積 が対象

 ② 公 示 の手続 き以 降6ヶ 月で 開店

1974年 （昭 和49年 ） 大規模小売店舗法施行,第 二次百貨店法廃止

1978年 （昭和53年 ）

第一次 大店 法改 正

① 第 一種 ：1,500m・以上,第 二種 ：500㎡ 以上1,500m・ 未満

 ② 第3条 届 出の営 業禁 止期 間 の延長 （6ヶ月→7ヶ 月）

1979年 （昭和54年 ） 第一次改正大店法施行

1982年 （昭和57年 ）
大店法運用強化 （通産省通達）

出店抑制地域の指定,抑 制地域内の出店の自粛要請

1989年 （平成1年 ） 「90年代 流通 ビジ ョン」 にお いて大 店 法の運 用 適正化 を提 案

1990年 （平成2年 ）

大店法運用適正化措置

 ①調整期限に上限 （1年半）を設定
 ②閉店時刻届出不要基準 （午後6時 →午後7時 ）

1991年 （平成3年 ）

第 二次 大店 法改 正

 ① 第 一種 二3,000m・（政令 指 定都 市6,000m・ ）以 上,第 二 種 ：500m・以 上3,000m・ 未満

② 調整 期 間の上 限 を1年 に短縮

 ③ 地 方 自治体 の独 自規制 を適正化

 ④ 輸 入 品専 門売場特 例 法 の制定

1992年 （平 成4年 ） 第二次改正大店法施行 （上記②は施行と併せて講じられる。）

1994年 （平 成6年 ）

改 正大 店法 運用 にか か わ る規 制緩 和 の実施

 ①1,000m2未 満 の 店舗 の 出店 は原則 調整不 要

 ② 閉店 時刻 （午後7時 →午 後8時 ）

 ③ 年 間休 業 日数 （44日→24日 以上）

④ 年 間60日 を限度 に閉 店時 間 を1時 間延 長

1997年 （平 成9年 ）
産業構造審議会および中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申において
大店法の廃止,大 規模小売店舗立地法制定による政策転換の必要性が示される。

1998年 （平成10年 ）
大規模小売店舗立地法 （大店立地法）制定

 ①1,000m・以上の店舗面積が対象 （政令で定める基準面積）

2000年 （平成12年 ） 1大店立地法施行,大 店法廃止 （6月）

出所 ）鈴 木安 昭 ・関根 孝 ・矢 作敏 行 編 （1997） 『マ テ リア ル

  筆 ・修 正 。

流 通 と商 業 （第2版 ）』 有 斐 閣,pp.150-151を 参考 に加

を比 較 し,小 規 模 に 関 して は1999年 調 査 か ら売 場 面 積 基 準 の境 界 が200m・ か ら250m・ に 変 更 さ れ た こ

と を考 慮 に 入 れIOOmZ以 上500mZ未 満,中 規 模 に 関 して は 表1に 記 載 され た とお り出店 規 制 が1994年

以 降1,000m・ 以 上 に 変 更 さ れ た 点 も考 慮 に 入 れ500m2以 上1,000m2未 満,大 規 模 に 関 し て は,大 店 法

時代 に3,000m・ が1つ の 出店 規 制 基 準 で あ っ た 点 を鑑 み て,1,000m2以 上3,000㎡ 未 満,3,000m2以 上

の2規 模 に分 割 して規 模 を 設 定 した 。 以 上 の 点 か ら,売 場 面 積 規 模 を零 細 規 模 （100m・未満 ）,小 規

模 （100m・以上500m2未 満 ）,中 規 模 （500m・以上1,000m・ 未 満 ）,大 規 模 （1,000m・以上3,000m・ 未満 ）,超 大

規 模 （3,000m・以上 ） と5分 類 す る。
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表2 従業者規模別1店 舗あたり平均売場面積
（m・）

従 業 者規模  1979年 1982年 1985年 1988年 1991年 1994年 1997年 1999年 2002年

!～2人 1 27 29 29 32 35 37 39 37 40

3～4人 ! 49 52 53 56 61 66 70 69 72

5～9人 1 93 99 101 102 113 121 127 124 133

10～19人 205 201 217 207 228 218 222 205 219

20～29人 359 375 438 404 405 390 392 355 373

30～49人 600 624 766 695 710 690 778 751 824

50～99人 1,304 1,289 1,636 1,567 1,697 1,559 1,686 1,554 1,669

100人 以上 7,403 7,319 7,636 7,743 7,892 7,891 8,092 7,434 7,120

零細規模 33 36 36 39 43 47 49 47 51

小規模 1  93 99 101 102 113 121 127 124 133

中規模
1    277

279 313 294 313 302 314 292 311

大規模 3,306 3,348 3,820 3,687 3,842 3,699 3,819 3>454 3,456
…

平均 55 60 65 71 79 93 105 111 127

注1） 零細規模 （1～4人）,小 規模 （5～9人）,中規模 （10～49人）,大 規模 （50人以上）の4分 類 は,拙 稿 （2000）

   において筆者が独 自に策定 した ものである。
注2） 売場面積 を有す る店舗に関 してのみ算出 した。
資料） 「商業統計表』 より筆者が算出。

表3 売場面積規模別1店 舗あたり平均従業者数
（人）

売場面積規模 1979年 1982年 1985年 1988年 1991年 1994年 1997年 1999年 2002年

   10m・未満

 10m2以 上20m2未 満

 20m2以 上30㎡ 未満

 30m2以 上50m2未 満

 50m'以 上100m2未 満

 100m2以 上200m2未 満

（100m2以上250m2未 満 ）

 200m2以 上500m2未 満

（250m2以上500m2未 満 ）

500m2以 上1,000㎡ 未満

1,000m2以 上1,500㎡ 未満

1,500m2以 上3,000m2未 満

   3,000m2以 上

   零細 規模

    小規模

    中規模

    大規模

   超 大規模

    平均

1.8 1.9 1.8 1.9 1.9 2.0 2.1 2.1 2.4

2.0 2.1 2.0 2.1 2.1 2.2 2.3 2.3 2.6

2.3 2.3 2.3 2.4 2.4 2.4 2.5 2.5 2.7

2.8 2.8 2.7 2.8 2.8 2.9 2.9 3.0 3.2

3.9 3.7 3.7 3.9 3.8 4.1 4.1 4.5 4.5

5.7 5.5 5.7 6.0 5.8 6.5 6.8 7.8 7.8

9.2 9.3 11.2 10.6 10.1 10.2 10.0 12.2 11.1

19.9 20.6 22.5 21.9 21.0 20.6 22.9 25.1 21.1

34.6 33.5 35.4 34.5 32.6 32.8 34.1 38.9 38.1

55.7 53.5 50.3 49.5 47.8 43.7 46.8 52.7 54.4

225.0 222.6 200.0 197.0 193.0 178.9 162.6 161.2 155.1

2.6 2.6 2.6 2.7 2.7 2.9 3.0 3.1 3.3

6.8 6.7 7.3 7.6 7.3 7.8 7.9 9.0 8.6

19.9 20.1 22.5 21.9 21.0 20.6 22.9 25.1 21.1

41.7 39.4 40.8 39.7 37.8 37.2 39.8 45.6 46.5

225.0 222.6 200.0 197.0 193.0 178.9 162.6 161.2 155.1

3.3 3.4 3.5 3.8 3.9 4.4 4.7 5.2 5.7

注1） 零 細 規模 （100m2未 満 ）,小 規模 （100m2以 上500㎡ 未満 ）,中 規模 （5001n2以上1,000㎡ 未満 ）,大 規模 （1,000m2以

   上3,000m2未 満 ）,大 規 模 （3,000m2以 上 ） の5分 類 は,筆 者 が独 自に策 定 した もので あ る。

注2）1999年 お よび2002年 調 査 で は,売 場 面積 基 準 の境 界 が200m2か ら250m2に 変 更 され て い るた め （ ） 内 の 売場 面

   積 基 準 で算 出 した。

注3）1997年,1999年,2002年 調 査 で は,売 場 面積 基準 が 「3,000m2以 上6,000m2未 満 」 「6,000m・以 上 」 の2区 分 で調

   査 され て い る ため,そ れ らの合 計 を 「3,000m・以 上」 と して 算 出 した。

注4） 売 場 面積 を有 す る店 舗 に関 して のみ 算 出 した。

資料 ） 『商 業統 計 表 』 よ り筆 者 が 算 出。
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3.売 場面積規模別にみる小売業の構造的変化

1）売場面積規模別集中度

 Bain（1968） において,「市場 を分i類す る際には上位4社 とか上位8社 に よる市場支配の割合 と

い うような単純指標だけではな く,売 手数や規模的分布 というような他の特質による売手集中の測
       4）
定 も必要である」 との指摘がなされている。Bain（1968） の指摘す る規模別分布 には,店 舗面積

（売場面積）,従業者数 年間販売額などによる規模 とい うような様々な解釈が存在す ると思われる。

ここでは売場面積による規模 という観点を採用し,売 場面積規模別に捉えた店舗数,年 間販売額,
                  5）
従業者数,売 場面積の集中度 を考察する。
                                          6）
 『商業統計表』から算出した売場面積規模別の集中度お よび増減率は表4か ら表11で ある。

 1）売場面積規模別店舗数集中度

 表4・ 表5よ り,店 舗数の80～90%が 零細規模店舗に集中している一方で,大 規模店舗および超

大規模店舗は1%に も満たないが,零 細規模店舗のみが減少傾向を示 している。集中度増減率を見

る限 り,近 年は中規模店舗 ・大規模店舗 ・超大規模店舗の増加率が顕著であることか ら,徐 々にで
                        7）
はあるがこれらへ集中化が進展 していると考えられる。

表4 売場面積規模別店舗数集中度
（%）

売場 面積 規模  1979年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模   92.4 91.3 90.4 88.7 86.8 84.1 82.0 79.2

小規模   6.7 7.7 8.6 10.1 12.0 14.2 16.1 17.5

中規模   0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.9 o.s 2.0

大規模   0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.7 1.0

超大規模   0.1 0.1 o.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3

資料）『商業統計表』 よ り筆者が算 出。

4）Bain（1968）,邦 訳pp,120-121。

5） 従 業 者規模 別 に捉 えた集 中度 に関す る詳 しい内容 は,拙 稿 （2000）,pp.108-110を 参 照 の こ と。

6）1999（ 平 成11） 年 は簡 易調査 で事 業所 の捕捉 を行 ってい る ため,増 減率 （前 回比） の算 出は 時系列

 を考 慮 した もので調整 し直 さな くて はいけ な い。 しか し,調 整済 み の売場 面積 規模 別 デー タは掲 載 さ

 れ て いな いため,1999年 調査 は除 き,本 調査 であ る1997年 と2002年 のデー タを用 いて増 減率 を算 出 し,

 分析 を行 う。

7）1997年 か ら2002年 にか け て,中 規 模店 舗 （500m2以上1,000m2未1蒿 ） の集 中度 の増 加率 が著 しい。簡

 易調 査 で あ る1999年 度 と正 確 な比較 は出来 な いが,5年 間 の 中では1999年 か ら2002年 にか けて の増加

 率 が著 しい こ とが分 か る。 あ くまで も目安 と して の数値 で あ るが,店 舗 数 集 中度 の増加 率 に関 して は,

 1997年 か ら1999年 までが14,6%,1999年 か ら2002年 まで が111.2%で あ る。大 幅 な増 加率 の理 由 の1

 つ に は,表1に 示 した2000年6月 の大 店法 廃止 ・大 店立 地法 施行 の影響 が 挙 げ られ るで あろ う。
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                  8）
表5 売場面積規模別店舗数集中度増減率

（%）

        1979～    1979～    1982～    1985～    1988～    1991～    1994～    1997～売場面 積規 模

       2002年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模 一14
.3

一1
.2

一1
.0

一1
.8

一2
.2

一3
.1

一2
.4

一3
.5

小規模 160.7 15.1 11.2 18.0 18.3 18.9 13.6 8.1

中規模  263.6 3.5 一〇
.4 5.2 8.2 35.6 一5

.6 142.0

大規模  260.0 19.3 9.9 14.1 15.4 33.6 15.8 34.8

超大規模  340.9 15.9 23.1 8.7 16.3 31.0 28.6 45.0

資料） 『商業統計表』 よ り筆者が算出。

 2）売場面積規模別年間販売額集中度

 表6・ 表7よ り,零 細規模店舗が大幅な減少傾向を示 し,小 規模店舗 も近年減少傾向に転 じる一
                              9）
方,大 規模店舗 ・超大規模店舗への集 中度の高まりが顕著である。小規模店舗が1997年 から2002年

にかけて減少に転 じたことも含め,年 間販売額に関 しては,上 位集中化が進んでいることが明 らか

で あ る。

表6 売場面積規模別年間販売額集中度
（%）

売場 面積 規模  1979年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年    一一一一
零細規模 51.0 48.7 45.7 43.2 40.1 36.6 32.7 28.9

小規模 19.1 20.5 22.6 24.5 26.7 28.5 29.9 26.7

中規模 5.9 5.9 5.9 5.5 5.2 5.9 6.0 9.7

大規模 7.1 7.3 7.5 7.8 7.9 8.8 9.9 12.1

超大規模 16.9 17.6 18.2 19.0 20.1 20.2 21.5 22.7

資料） 『商業統計表』よ り筆者が算 出。

表7 売場面積規模別年間販売額集中度増減率
（%）

        1979～    1979～    1982～    1985～    1988～    1991～    1994～    1997～売 場 面 積 規 模

       2002年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模 1一 娼.3
一4

.6
一6

.2
一5

.4
一7

.2
一8

.8
一10

.8
一11

.5

小規模 39.7 7.4 10.4 8.4 8.8 6.8 4.9 一10
.8

中規模 63.2 0.5 一〇
.6

一7
.6

一4
.8 13.2 2.0 60.8

大規模 70.4 3.0 3.6 3.7 0.7 12.0 12.6 21.2

超大規模 34.4 3.9 3.8 3.9 6.1 0.4 6.5 5.6

資料） 『商業統計表』 より筆者が算出。

8） 集 中度 の数値 は小 数 第二位 以 下 を四捨五 入 した もので あ るため,表4の 数 値 が同 じで あ って も表5

 にお け る増減率 の数 値 は0で はな い。表6か ら表11に 関 して も同様 で あ る。

9）1997年 か ら2002年 までの 中規模 店舗 の販 売額 集 中度 の増加 率 に関 しては,店 舗数 集 中度 （脚 注7）

 と同様 の傾 向 を示 してい る。1997年 か ら1999年 までが8.1%,1999年 か ら2002年 までが48.8%で あ る。

 ま た,減 少 に 転 じ た小 規 模 店 舗 は,1997年 か ら1999年 ま で が 一〇.4%,1999年 か ら2002年 ま で が

 一10.4%で あ る。
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（%）

売場 面積 規模  1979年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模 72.7 70.2 66.5 64.3 61.1 56.0 52.3 46.4

小規模 13.9 15.3 17.9 20.2 22.3 25.4 27.3 26.6

中規模 3.3 3.4 3.6 3.4 3.4 4.0 4.0 7.3

大規模 3.5 3.8 4.3 4.4 4.7 5.4 6.3 8.2

超大規模 6.5 7.2 7.8 7.7 8.5 9.2 10.0 11.5

資料）『商業統計表』よ り筆者が算 出。

表9 売場面積規模別従業者数集中度増減率
（%）

       1979～    1979～    1982～    1985～    1988～    1991～    1994～    1997～売 場 面 積 規 模

       2002年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模 一36
.2

一3
.5

一5
.3

一3
.2 一5 .0

一8
.4

一6
.5

一11
.3

小規模 91.3 10.1 16.8 13.1 10.4 13.7 7.7 一2
.8

中規模 122.7 3.8 5.8 一5
.6 0.3 18.1 一1

.5 84.0

大規模 131.7 8.8 10.7 2.4 6.7 16.7 16.2 30.0

超大規模 75.6 11.0 7.5
一1

.4 10.6 7.8 9.5 14.3

資料）『商業統計表』よ り筆者が算 出。

 3）売場面積規模別従業者数集中度

 表8・ 表9よ り,零 細規模店舗が50%以 上の集中度 を示 しなが らも年々減少している。大規模店

舗 ・超大規模店舗は10%前 後の集中度ではあるが増加傾向にある。1997年 までは10%以 上の増加率

を示 していた小規模店舗が1997年 から2002年 にかけて初めての減少を示 したことか らも,上 位集中
               10）
化が進展 しつつあることが伺える。

 4）売場面積規模別売場面積集中度

 表10・表1ユよ り,1979年 には50%を 占めていた零細規模店舗が2002年 までに半減する一方,大 規

模店舗 ・超大規模店舗の増加が顕著である。 中でも,超 大規模店舗の1985年 以降の増加率は非常に

顕著 な増加傾向を示 している。小規模店舗が1997年 からは減少に転 じたこと,中 規模店舗 は1997年

までは,ほ ぼ全てが減少傾 向であったことなどか らも,上 位集中化の傾向は非常に顕著であるとい

     11）えるであろ
つ。

 以上の店舗数 ・年間販売額 ・従業者数 ・売場面積の集中度および集中度増減率よ り,零 細規模店

10） 1997年 か ら2002年 までの 中規模 店 舗 の従 業 者数 集 中度 の増 加 率 に関 して も,店 舗 数 集 中度 （脚 注

 7） と同様 の傾 向 を示 して い る。1997年 か ら1999年 までが13.7%,1999年 か ら2002年 までが61.8%で

 あ る。一 方,減 少 を初 め て示 した小 規 模 店舗 は,1997年 か ら1999年 までが5.4%と 増加 したが,1999

 年 か ら2002年 までが_7.75%と 減 少 に転 じて い る。

11） 1997年 か ら2002年 までの 中規模 店 舗 の 売場 面積 集 中度 の増 加 率 に関 して も,店 舗 数 集 中度 （脚 注

 7） と同様 の傾 向 を示 して い る。1997年 か ら1999年 までが8.7%,1999年 か ら2002年 ま でが76.5%で

 あ る。一 方,小 規 模 は,1997年 か ら1999年 までが 一3.7%,1999年 か ら2002年 ま でが一11.5%の 減 少率

 で あ る。
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表10 売場面積規模別売場面積集中度
（%）

売 場面積 規模  1979年  1982年  1985年  1988年  1991年  1994年  1997年  2002年

零細規模 49.7 47.1 45.2 41.3 38.0 32.7 29.1 23.4

小規模 22.5 23.9 23.9 27.8 29.9 30.9 31.8 27.1

中規模 6.7 6.5 6.1 5.8 5.6 6.6 5.9 11.3

大規模   7.7 8.4 8.8 9.0 9.4 10.9 1!.6 13.2

超大規模   13.4 14.2 16.1 16.0 17.1 ユ8.9 21.6 25.0

資料）『商業統計表』より筆者が算出。

             表11 売場面積規模別売場面積集中度増減率
（%）

       1979～    1979～    1982～    1985～    1988～    1991～    1994～    1997～売 場 面 積 規 模

       2002年  1982年  1985年  1988年  199!年  1994年  1997年  2002年

零細規模 一52
.9

一5
.2

一4
.0

一8
.6

一8
.1

一13
.9

一11
.1

一19
.5

小規模 20.7 6.4 一〇
.05 16.6 7.6 3.3 2.8 一14

.8

中規模 68.2 一3
.4

一6
.6

一3
.7

一3
.3 16.4 一10

.3 91.8

大規模 71.0 8.4 4.6 2.6 4.0 16.6 6.4 13.9

超大規模   86.0 5.5 13.5 一〇
.4 6.6 10.5 14.5 15.6

資料）『商業統計表」より筆者が算出。

舗の減少率が顕著な反面,大 規模店舗 ・超大規模店舗はほぼ一貫して増加傾向を示 し,中 規模店舗
                                       12）
に関しては,1997～2002年 の5年 間における増加率は全5規 模の中で抜 きんでている。か くして,

売場面積規模別に小売業の構造変化 を捉えると,大 規模店舗 ・超大規模店舗への上位集中,お よび

中規模店舗への集中化 という上位集中化の傾向が明らかになる。

4.売 場面積規模別にみる小売構造の内部要因分析  効率性の検討

1） 小売業における効率性 一 規模の経済の分析

 前章より,売 場面積規模別集中度か ら捉えた小売構造変化は,大 規模店舗 ・超大規模店舗への上

位集 中,お よび中規模店舗への集中化 という上位集中化の進展が明らかである。本章では,こ の上

位集 中化の進展 という売構造変化の内部要因に関する分析 ・検討 を行 う。小売業における集中度の
                                           13）
主要 な決定要因 として規模の経済が挙げ られることは,拙 稿 （2000）で指摘 した とお りである。大

規模店舗 ・超大規模店舗,お よび近年の中規模店舗への集中度の増加 という構造変化の内部要因と

しては,こ れ らの規模における規模の経済の存在が推測 され る。 そこで,本 論文においては,
          14）
Ingene（1984） のモデル を援用 し,時 系列的に見た場合,各 売場面積規模において如何なる規模 の

12） 中規模 店舗 にお け る顕著 な増加率 の 背景 に は,出 店規 制対 象面 積 が1994年 以 降1000m・ 以上 に変 更 さ

 れ た点,2000年 の大 店法廃 止 ・大店 立 地法施 行 とい う法律 の多大 な る影響 が考 え られ る。

13） 詳 し くは,拙 稿 （2000）,pp.112-113を 参 照 の こ と。

14） 詳 し くは,拙 稿 （2000）,pp.105-106を 参 照 の こ と。
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経済が存在 しているかを明 らかにするための分析 を行 う。
                                          15）
 Ingene（1984） の モ デ ル と は,コ ブ=ダ グ ラ ス 生 産 関 数 （Cobb-Douglas production function） を

採 用 し たS=AKb'Lb2（S： 店舗 あた り年 間販 売額, A二 使 用 され た 技術 を反 映 す るよ うな定数 項, K：

店舗 あ た り資本 （具 体 的 には売場 面積 ）,L： 店舗 あた り従 業 者数, bi：i番 目の イ ンプ ッ トに関連 した年 間

販 売額 の 弾力 性） とい う モ デ ル で あ り,帰 無 仮 説 はH。 ：fi b；=1,対 立 仮 説 はH1： Σbi≠1と な る。

ち な み に,Σbi<1の 場 合 が 規 模 に 関 し て収 穫 逓 減,Σbi=1の 場 合 が 規 模 に 関 し て 収 穫 不 変 （一

定）,Σbi>1の 場 合 が 規模 に関 して 収 穫 逓 増 を意 味 す る。 そ の 分析 の た め に,次 の デ ー タ の 選 択 お

よ び操 作 を行 っ た。

 ① 『商 業 統 計 表 （1979年,1982年,1985年,1988年,1991年,1994年,1997年,2002年 ）』 の 全 国 の 売

  場 面積 規 模 別 店 舗 数,年 間販 売 額,従 業 者 数,売 場 面 積 デー タ を使 用 す る。

 ② 売 場 面 積 規 模 に よ っ て零 細 規 模,小 規 模,中 規 模,大 規 模,超 大 規 模 の5規 模 に再 分 類 し,各

  規 模 に お け るデ ー タ を作 成 す る。

 ③ 調 査 間 隔 の 不 均 一i生お よ び デ ー タ数 （1979年か ら2002年 に お け る8年 度 分 の デー タ） の 少 な さ を

  解 消 す る ため に,各 規 模 の デ ー タ に お け る年 平 均 増 減 率 を求 め,調 査 対 象 外 の年 度 の 数 値 を算

  出す る。 これ に よ り,1979年 か ら2002年 ま で の24年 分 の デー タ を作 成 す る。

 ④ 年 間販 売 額 に お け る物 価 指 数 の 変 動 に よ る影 響 を削 除 す る た め に,消 費 者 物 価 指 数 （全 国 商
  16）
  品）をもとに,1979年 を100と してデフレー トし,実 質年間販売額 を求める。

 ⑤各売場面積規模 において 「1店 舗 あた り平均売場面積」 を 「売場面積/店 舗数」か ら,厂売場
                    17）
  面積1m・ あた り実質年間販売額 （坪効率）」を 「実質年間販売額/売 場面積」か ら算出す る。

  また,「1店 舗 あたり平均従業者数」を 「従業者数/店 舗数」から,「従業者1人 あたり実質年

  間販売額 （労働生産性）」 を 「実質年間販売額/従 業者数」から算出す る。
          18）
 ⑥BLUEプ ログラムを使用 して時系列分析 を行 う。 ここで使用 される基本 モデルは, Ingene

  （1984）のモデルである。実際には,非 線形モデル を両辺の対数 をとることで線形化 した両対

  数モデルを使用する。

15） コブ ；ダ グ ラス生 産 関数 とは,産 出量 をV,資 本 をK,労 働 をLと した場 合 に,V=AKαLβ で示

 され る生産 関数 であ る （金森 ・荒 ・森 口 （2002）,p.421）。

16）2001年 お よび2002年 の 『消 費者 物価 指数 年報 』 にお いて は,消 費 者物価 指数 （全 国 財 ）の デー タ

 を使用 。

17） 坪効 率 は,売 場面 積1坪 あた り売上 高,つ ま り売 場 面積3.3㎡ あ た り年 間販 売額 の こ とを指す が,

 こ こでは,3.3m2で は な く1m2あ た り年間 販売額 を用 い る。

18） 吉 野 ・高橋 （1990）の付録 で,こ れ をパ ソ コンで使用 す るこ とに よ り,様 々 な計 量分 析 が行 え る。
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 表12 売 場面 積規模 別 回 帰分析 ：坪効 率

単純最小 自乗法 ：OLSの 結果[n=24,自 由度=22]

a β Q'
     自由度調整済み  ダービン・決定係数

      決定係数   ワトソン値
F値

零細規模 3.04a 0.35a 0.64a 0.42 0.39 0.16 15.62a

小規模 2.57a 0.29 0.27ｰ 0.07 0.03 0.20 1.72

中規模 7.24b 一〇
.47

一〇
.17 0.03 一〇

.02 0.24 0.65

大規模 13.41a 一1
.27a

一〇
。80a 0.63 0.62 0.45 38.15a

超大規模 一66
.34a 7.89a 0.55a 0.30 0.27 0.04 9.51a

a：1%水 準で有意,b：5%水 準で有意, c：15%水 準で有意

β勹 標準偏 回帰係数

2） 売 場 面 積 規 模 別 に み る小 売 業 に お け る規 模 の 経 済 一 分 析 と結 果 一

 1） 坪 効 率 （売 場 面 積 効 率 ） に関 す る規模 の 経 済

 前 述 し たIngene（1984） の モ デ ル の 独 立 変 数 を売 場 面 積 （K）の み で 採 用 す る。 つ ま り, S=AKb'

（S：売 場面 積1mzあ た り実質 年 間販売 額 （万 円）, K：1店 舗 あ た り平 均売 場 面積 （m・）） とす る。 両 辺 の

対 数 を と り 線 形 化 し た 両 対 数 モ デ ル は,logS=logA十bl logKと な る。 こ こ で, logS=Sノ,

10gA=α, bllogK=β1Kノ （た だ し, b1=β1） とす れ ば, s=ｫ+ax'と い う 回 帰 式 に な る。 分 析 結

果 は 表12に ま とめ られ る。

 ダ ー ビ ン ・ワ トソ ン ・テ ス トの結 果,表12に お け るダ ー ビ ン ・ワ トソ ン値 は 全 て5%水 準 で相 関

の 不 在 は棄 却 さ れ,「 一 次 の 系 列 相 関 あ り （正 の相 関 ）」 と判 断 され る た め,コ ッ ク ラ ン ・オー カ ッ

              19）

ト法 （Cochrane-Orcutt Procedure） に よ っ て 系 列 相 関 の 除 去 作 業 を行 う。 この 結 果 は表13で あ る。

 同 様 に,ダ ー ビ ン ・ワ トソ ン ・テ ス トの 結 果,全 て5%水 準 で相 関 の 不 在 は棄 却 され,「 一 次 の 系

列 相 関 あ り （正 の相 関）」 と判 断 さ れ る ため,再 度 コ ッ ク ラ ン ・オ ー カ ッ ト法 で 系 列 相 関 の 除 去 作 業

  20）

を行 う。 この 結 果 は表14で あ る。

 これ で全 て が 「系 列 相 関 な し」 と判 断 さ れ るに 至 っ た 。

 表14の 結 果 か ら,以 下 の 結 論 が 導 か れ る。 大 規 模 店 舗 に 関 して は,決 定 係 数 の低 さ と β1値 お よ

びF値 の 有 意 確 率 の 低 さ の 点 か ら規 模 の 経 済 ・不 経 済 の 存 在 は 判 断 で きな い が,中 規 模 店 舗 ・超 大

規 模 店 舗 に お い て は,規 模 の 経 済 が 時 系 列 的 に 存 在 して い る こ とが 判 明 す る。 一 方,零 細 規 模 店

舗 ・小 規 模 店舗 に お い て は,決 定 係 数 は あ ま り高 くは な い もの の,規 模 の 不 経 済 の 時 系 列 的 な 存在

が 認 め られ る。 こ の 売 場 面 積 の 点 か ら捉 え た 規 模 の経 済 ・不 経 済 の 存 在 が,前 述 した上 位 集 中化 の

内部 要 因 で あ る と考 え られ る。 つ ま り,超 大 規 模 店 舗 お よ び 中規 模 店 舗 に お い て は,1店 舗 あ た り

19） 詳 し くは,吉 野 ・高橋 （1990）,pp.74-92を 参照 の こ と。

20） 系列 相 関の 除去 は何度 で も繰 り返 して行 うこ とが で き,1回 繰 り返す ご とに本論 文 で使 用 した ソフ

 トの場 合 に はStepの 次 に表示 され る数 字 が1つ ずつ 増 えて い く （吉 野 ・高橋 （1990）, pp.205-206） 。

 つ ま り,ρ （誤 差項 の一 次 の系列 相 関係数 ） の推定 値pが 収 束す るまで系 列相 関の 除去 の作業 を繰 り

 返す こ とに な る。



売 場面 積規 模別 に捉 えた小売 構造 におけ る変化 の分 析 と考察

    表13 売場 面積 規模別 回 帰分析=坪 効 率

コックラン ・オーカ ット法[Step 1]の 結果[n=23,自 由度=21]

171

α β β1■
     自由度調整済み  ダービン ・決定係数

      決定係数   ワ トソン値
F値

零細規模 0.47b
一〇

.45
一〇

.14 0.02 一〇
.03 0.38 0.43

小規模 0.65a 一〇
.46

一〇
.29 0.08 0.04 0.52 1.95

中規模 一1
.35b 2,35a 0.55a 0.31 0.27 0.20 9.24a

大規模 2.41a
一D

.91b
一〇

.42b 0.18 0.14 0.71 4.48b

超大規模 一〇
.78a 4.93a 0.79a 0.62 0.60 0.47 34.34a

a：1%水 準 で有意b：5%水 準で有意,c：10%水 準で有意

a ：標準偏 回帰係数：

    表14 売場 面積 規模別 回 帰分析=坪 効 率

コックラン ・オーカッ ト法[Step 2]の 結果[n=22,自 由度=20]

α β Q'
     自由度調整済み  ダービン・決定係数
      決定係数   ワトソン値

F値

零細規模 0.17a 一〇
.89a

一〇
.57a 0.33 0.29 1.85 9.79a

小規模 0.24a 一〇
。96a

一〇
.63a 0.39 0.36 1.56 12.83$

中規模 …o
.lga 2.93a 0.86a 0.74 0.73 1.70 56.40a

大規模  0.56b 一〇
.41

一〇
.13 0.02 一〇

.03 1.61 0.33

超大規模 一〇 .15a 4.16a 0.78a 0.60 0.58 1.79 30.43a

a：1%水 準 で 有意,b：10%水 準 で有 意

a'： 標 準偏 回帰係 数

の平均売場面積 を増せば坪効率 （売場面積効率）は規模の拡大以上 に増大す る効率性が,こ れ らの

規模への集中度増加の一因と考えられるのである。

 2）労働生産性 に関する規模の経済

 Ingene（1984） のモデルの独立変数 を従業者数 （L）のみで採用する。つ まり, S=ALb2（S： 従

業者1人 あたり実質年間販売額 （万円）,L：1店 舗あたり平均従業者数 （人）） とす る。両対数モデルは

10gS=10gA+b210gLで, logS=S',10gA=α, b210gL=as L'（た だ し, b2=β2） とす れ ば,

S1=α+β2L!と いう回帰式になる。分析結果は表15に まとめ られる。

 ダービン ・ワ トソン ・テス トの結果,5%水 準で相関の不在は棄却 され,「一次の系列相関あ り

（正の相関）」 と判断されるため,系 列相関の除去作業 を行 う。以下,坪 効率 の分析の場合 と同様の

分析プロセスを踏み,そ の結果は表16お よび表17で ある。

 表17の 結果 より,超 大規模店舗における決定係数の低 さとβ2値お よびF値 の有意確率の低 さの

点から規模の経済・不経済の存在は判断できない。他の4規 模における共通点は,表17の β2値が全

て1以 下であることか ら,規 模に関して収穫逓減 を示 している点である。中規模店舗のみは0.84と

プラスであることか ら,1店 舗あた りの従業者数を増せば,労 働生産性は高まるが,そ れは規模の

拡大以下の増加に過 ぎない。つまり,労 働生産性に関す る時系列的な規模の不経済が認められるの
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表15 売場面 積規 模別 回 帰分析 ：労働 生産 性

単純最小 自乗法 ：OLSの 結果[n=24,自 由度=22]

a 凸 2 決定係数
自由度調 整済 み  ダー ビン ・

 決 定係 数   ワ トソン値
F値

零細規模 6.68a 0.10 0.13 0.02 一〇
.03 0.09 0.38

小規模 8.38a 一〇
.50a

一〇
.52a 0.27 0.24 0.12 8.07a

中規模 6.91a 0.24 0.14 0.02 一〇
.02 0.17 0.45

大規模 11.66a 一1
.06a

一〇
.88a 0.78 0.77 0.42 77.34a

超大規模 7.54a 0.09 0.14 0.02 一〇
.02 0.13 0.46

a：1%水 準 で有 意

β〆：標 準偏 回帰 係 数：

   表16 売 場面積 規模 別 回 帰分析 ：労働 生産性

コックラン ・オーカ ット法[Step 1]の 結果[n=23,自 由度=21]

a & β2ノ 決定係数
自由度調整済み  ダービン ・

 決定係数   ワトソン値
F値

零細規模 0.37a 一1
.07a

一〇
.73a 0.54 0.52 0.35 24.66a

小規模 0.60a 一1 .26a 一〇 .70a 0.48 0.46 0.42 19.67a

中規模 0.43a O.SOa 0.52a 0.27 0.23 0.36 /.60b

大規模 2.35a 一〇
.91a

一〇
.76a 0.58 0.56 0.70 28.66a

超大規模 0.32b 0.57` 0.28 0.08 0.03 0.48 1.72

a：1%水 準 で有意,b：5%水 準で有意, c：10%水 準で有意

a ：標準偏 回帰係数

   表17 売 場面積 規模 別 回帰 分析 ：労働生 産性

コックラン ・オーカ ット法[Step 2]の 結果[n=22,自 由度=20]

a & 2 決定係数
自由度調整済み  ダービン ・
 決定係数   ワトソン値

F値 ：

零細規模 0.06a 一〇
.81a

一〇
.73a 0.54 0.51 1.75 23.21a

小規模 0.12a 一1
.07a

一〇
.73a 0.54 0.51 1.71 23.07a

中規模 0.07a 0.84a 0.66a 0.43 0.40 1.71 15.06a

大規模 0.75a 一〇
.67a

一〇
.52a 0.27 0.24 1.55 7.48b

超大規模 0.12a 0.05 0.03 0.00 一〇
.05 1.65 0.02

a：1%水 準で有意,b：5%水 準で有意

β'：標準偏 回帰係数

である。

 以上,坪 効率 と労働生産性の分析結果 より,零 細規模店舗 ・小規模店舗においては1店 舗あた り

の売場面積 と従業者数 を増や しても,そ れは非効率であることが示唆される。一方,中 規模店舗 ・

超大規模店舗においては,売 場面積の拡大はその増加分以上の坪効率上昇につながるものの,従 業

者数拡大の面では労働生産性上昇に結びついてはいないと考えられる。そこで,売 場面積 と従業者

数 という小売業を測定する2つ の規模変数が,小 売業の生産性に対して与える影響を明らかにす る

ため,次 項の分析を行 う。
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 3） 小 売 業 の 生 産 性 に関 す る規模 の 経 済

 こ こ で は,Ingene（1984） の モ デ ルS=AKb'Lb2（S：1店 舗 あ た り実 質年 間販 売額 （万 円）, K：1店

舗 あた り平均 売 場面 積 （m・）,L：1店 舗 あた り平 均従 業者 数 （人））を使 用 し,売 場 面 積 と従 業 者 数 の 双

方 を包 含 し た小 売 業 の 生 産1生 に 関 す る分 析 を行 う。両 対 数 モ デ ル は,10gS=logA+b、logK+b210gL

と な り,logS=S1, logA=α, bllogK=β 、K〆（ただ し, b1=β 、）, b210gL=a2L （ただ し, b,=β2） と

す れ ば,Sノ=α+β 、K'+β2：L'と い う回 帰 式 に な る。 坪 効 率 お よ び労 働 生 産 性 の場 合 と同 様 の プ ロ セ

ス を踏 ん だ分 析 結 果 は表18か ら表20で あ る。

 表20の 結 果 よ り,決 定 係 数 の 低 さ と β、値,β2値,F値 の有 意 確 率 の低 さ の 点 か ら,零 細 規 模 店
                                      21）
舗 ・小規模店舗 ・大規模店舗に関 しては規模の経済 ・不経済の存在 は判断で きない。 （β1+β2）の
22）
値は,中 規模店舗3.31（1%水 準で有意）,超 大規模店舗5.66（1%水 準で有意）であることか ら,

中規模店舗 および超大規模店舗においては規模に関 して収穫逓増であると考 えられ る。また,β1ノ

とβ2ノの値の比較より,中 規模店舗 ・超大規模店舗 ともに売場面積規模の拡大 も従業者規模の拡大

も小売業の生産性に対 して正の影響 をもたらしてはいるが,前 者の効果の方が大 きいと考 えられる。

この中規模店舗および超大規模店舗における規模の経済の存在が,近 年顕著である中規模店舗への

集中度増加 とほぼ一貫した超大規模店舗への集中度増加 という構造変化 をもた らした内部要因であ

るといえよう。

21） 表20に おけ る零 細規模 の β、値 お よびF値 は,と もに0.36と い う低 い有 意確 率 で あ り,決 定係 数 も

 0.10と 非常 に低 い。 また β、値 も0.15と 決 して 高 くは な い有 意確 率 で あ る ため,零 細 規模 店 舗 に おけ

 る規模 の不 経 済 の存在 に関 しては,あ くまで も参考 程 度 に考 え る必要 が あろ う。

22）S=AKb1Lb2に お いて,Σbi<1の 場合 が規 模 に関 して収 穫 逓減,Σbi=1の 場合 が規模 に関 して収

 穫 不 変 （一定 ）,Σbi>1の 場合 が規模 に関 して収穫 逓 増 を意 味す るため, S=AKb'Lb2に お け る Σbi

 （つ ま り,b、+b2） を求 め る こ とに よ り規 模 の経 済,規 模 の不 経 済 の存在 を把 握す る こ とが 可能 に な

 る。 Σbiを 求 め るに は,実 際 に分析 で使 用 した両 対 数 モ デルS'一 α+β1K+β2Lノ にお い て, b1一 β、,

 b2=β2よ り,Σ β1（つ ま り,β 、+β2）を求 め る こ とに な る。 詳 し くは, Ingene（1984）, pp.57-59の

 TABLE 5, TABLE 6, TABLE 7を 参 照 の こ と。

  また,S-AKb1LbZに おい て仮 説検 定 を行 う。 帰 無仮 説H。 ：Σbi=1,対 立仮 説H1：Eb；$1で あ っ

 たの で,帰 無仮 説の制約 下 で の両対 数 モデ ルは次 の ように展 開 され る。

    β1+β2=1よ り,

       S'一 α+β、Kノ+QZL'

        一 α+β、Kノー+（1一β1）

        =α+β1（KノーL'）+Lノ

    よ って,

     SノーL'=α+β 、（KノーL'）

  （S'一L'）を従 属 変数,（KLL'） を独 立変 数 とした制約 下 モ デルの 残差 平方 和 と制約 な しモデ ル の

 残差 平方和 を用 いて検 定統 計量 を算 出 しF検 定 を行 う。 中規模 お よび超 大規 模 の み に関 してF検 定

 を行 った結果,と もに1%水 準 で帰 無仮 説 は棄却 され た。
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表18 売場 面積 規模別 回 帰分析 ：小 売業 の生産 性

単純最小 自乗法 ：OLSの 結果[n=24,自 由度=21]

α β & β、ノ

       自由度調整済
Za  決定係数        み決定係数

ダー ビン ・      F値

ワ トソン値

零細規模 1.88a 1.83a 一〇
.49a 1.29a 一〇

.36a 0.93 0.93 0.31 148.43a

小規模 1.79 1.50a 一〇
.16 0.90a 一〇

.17 0.61 0.58 0.24 16.76a

中規模 11.97a 一1
.00b 1.74a 一〇

.36b 0.83a 0.42 0.37 0.21 7.73a

大規模 13.56a 一〇
.31 0.04 一〇

.314 0.07 o.os 一〇
.ol 0.44 0.85

超大規模 一52
.65a 6.78a 0.99a 0.45a 0.78a 0.94 0.93 0.17 156.87a

a：1%水 準 で有 意,b：10%水 準 で有 意,

βノ：標 準 偏 回 帰係 数

c：15%水 準 で有 意

   表19 売 場面積 規模 別 回帰 分析 ： 小売 業の 生産性

コックラン ・オー カッ ト法[Step 1]の 結果[n=23,自 由度=20]

_」 ・
β 2β β、ノ

       自由度調整済β
2〆  決定係数        み決定係数

ダー ビン ・      F値

ワ トソン値

零 細規模  0。62a 1.09b o.ol 0.58b 0.02 0.35 0.29 0.38 5.40b

小 規模  0.85a 0.51 一〇
.23 0.32 一〇

.19 0.!5 0.07 0.56 1.80

中 規 模1-0.13 1.144 1.40a 0.234 0.62a 0.66 0.62 0.23 19.24a

大 規模12.70a
一〇

.is 0.14 一〇
.09 o.ls o.ol 一〇

.08 o.70 0.14

超 大 規 模 一3.54a 5.45a 1.09a 0.67a 0.45a 0.86 0.84 0.55 59.71a

a：1%水 準で有意b：5%水 準で有意,c：10%水 準 で有意d：15%水 準で有 意

β〆：標準偏回帰係数

  表20 売 場面積 規模 別 回帰 分析=小 売 業の 生産性

コックラン ・オー カッ ト法[Step 2]の 結果[n=22,自 由度=19]

a β & β1!
       自由度調整済β
2! 決定係数        み決定係数

ダー ビン ・      F値

ワ トソン値

零細規模 0.31a 一〇
.70 0.06 一〇

.27 0.09 o.lo 0.01 1.81 1.08

小規模 0.32a 0.02 一〇
.16 o.ol 一〇

.15 0.02 一〇
.08 1.57 0.24

中規模 一〇
.10a 2.44a Q.g7a 0.57a 0.42a 0.89 0.88 1.6! 77.26a

大規模 0.89b 一〇
.21 0.37 一〇

.06 0.33 0.08 一〇
.02 1.55 0.80

超大規模 一〇
.82a 4.91a 0.76a 0.76a 0.34a o.sl o.go 1.55 41.gla

a：1%水 準 で有 意,b：10%水 準 で有 意, c二15%水 準 で有 意

β'：標 準偏 回帰 係 数

5.お わ りに 要約 と課題

 小売業の構造変化 を売場面積規模別集中度の側面か ら吟味すると,上 位集中化の進展 とい う現象

が明 らかになった。この上位集中化 とい う構造変化の内部要因である効率性の問題に対 し,坪 効率,

労働生産性,そ して小売業の生産性の3点 における規模の経済 ・不経済の存在 を分析 ・検討 した。

その結果,坪 効率に関 しては,中 規模店舗 ・大規模店舗において規模の経済,一 方,零 細規模店
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舗 ・小規模店舗においては規模の不経済の存在が認め られた。次に,労 働生産性に関 しては,統 計

的に有意な結果 を得 られた全規模において規模の不経済が認められた。このことは,小 売業は全規

模において労働生産性の面に関 して大 きな問題 を抱えていることを示唆 していると思われる。そし

て,売 場面積 と従業者数の双方を包含 した小売業の生産性に関 しては,中 規模店舗および超大規模

店舗には明らかな規模の経済の存在 を読み取ることができた。

 今 回の分析では,集 中度において一貫 した増加傾向を示 していた大規模店舗に関 しては,統 計的

に有意な分析結果を得 ることが出来なかったが,同 じくほぼ一貫 した増加傾向を示 していた超大規

模店舗 と近年の増加傾向が顕著である中規模店舗に関 しては以下の示唆を得 ることが出来た。超大

規模店舗においては,出 店規制の対象面積 となっているものの,規 模の経済の存在 によって生産性

向上 を期待できるため,積 極的な出店および規模拡大が行われているのであろう。また,中 規模店

舗においては,1994年 以降は規制対象外面積 とされた法律の変化が近年の集中度の大幅な増加傾向

に対 して及ぼした影響が大 きいと考Zら れるが,規 模の経済の存在から分か るように,規 模拡大が

生産性向上に対 して効率的な規模である点 も重要な要因といえよう。売場面積増加が坪効率に もた

らす効果はその拡大以上であることから,従 業者数の増加 と労働生産性の面で多少の問題 を抱えて

いても,規 制対象外規模である点 と併せて積極的な出店および規模拡大が行われているのであろう。

その結果 として,小 売業の上位集中化 という構造変化が生 じたと考えられるのである。

 本論文において,売 場面積規模 と従業者規模の拡大が生産性に対 して異なる効果を及ぼしている

点が明らかになったことから,小 売業における総合的な最適規模 を如何に判断す るか という点に関

して,今 後更なる分析 を行いたい。なお,本 論文では,実 証分析 におけるデータ数の少なさなどの

分析上の限界があったことも事実であり,統 計的に有意な結果 を全 てにおいて得 ることが出来 な

かった。そのため,統 計的に有意な結果を得 られた点に関 してのみの限られた結論になったことは,

商業統計調査によって得 られるデータが,時 系列データのサ ンプル数 として十分になった段階で再

度検討する必要があると思われる。 また,本 論文は店舗レベルで分析 を行 ったものであるが,店 舗

のチェーン化が進展 している現実か ら,企 業レベルの考察 も必要であろう。これらの点に関する分

析お よび考察は今後の研究課題 とし,よ り総合的な結論の導出を目指 したいと思 う。
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